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① 実地指導での指摘事項はどのようなものがあるか？

令和２年度は、実地指導を１５件実施いたしました。事項別是正改善指導状

況の概要は以下のとおりです。

実地指導時の状況

運営規程及び重要事項説明書について、
内容に誤りや不十分な箇所があった。

指導内容

利用者に対する説明責任として、運営規程及び重要事項説
明書において、整合を図った上で誤っている箇所を訂正す
ること。なお、運営規程に変更が生じた場合は、その日か
ら１０日以内に届け出ること。

【
重
要
事
項
説
明
書
】

①従業者の勤務体制（常勤・非常勤の
別）について記載がない。

②従業者の勤務体制（兼務関係）につい
て記載がない。

③通常の事業の実施地域が実態と異なっ
ている。

④運営規程の概要の一部（サービス利用
に当たっての留意事項）について記載が
ない。

⑤提供するサービスの第三者評価の実施
状況について記載がない。

⑥営業日について、実態と異なってい
る。

⑦通常の事業の実施地域以外の地域に居
住する利用者への送迎費用にかかる起算
地点及び料金が不明確である。

⑧料金表に、送迎を行わない場合の減算
にかかる記載がない。

⑨サービス提供体制強化加算について、
現在の貴事業所では算定できない算定区
分に係る記載がある。

⑩その他の費用の額（複写料）に係る記
載ついて、具体的な費用等が明確でな
い。

⑪利用料の負担割合について、１割の記
載はあるが、一定以上所得者の場合は２
割又は３割となる旨の記載がない。

⑫重要事項説明書の内容については文書
により利用者へ説明し、同意の上で当該
文書を交付しているとのことであった
が、交付したことが書面で確認できな
い。

①従業者の勤務体制(専従・兼務の別)について記載するこ
と。

②人員基準で定める全ての従業者の兼務関係について追記
すること。

③通常の事業の実施地域を実態に合わせて訂正し、運営規
程と整合を図ること。

④運営規程の概要の一部（サービス利用に当たっての留意
事項）について記載すること。

⑤提供するサービスの第三者評価の実施状況について記載
すること。

⑥実態に即した記載内容となるように訂正すること。

⑦「通常の事業の実施地域を超えた地点から」等の文言を
追加し、起算点を明確にすること。また、料金について記
載すること。

⑧貴事業所の利用にあたり想定されうる加算及び減算につ
いては、過不足なく記載すること。

⑨貴事業所の現在の運営体制で算定できない加算は削除す
るか、又は、当該加算の算定要件に沿う体制を整えるこ
と。

⑩その他の費用の額（複写料）について、どのような場合
に、どのくらいの費用がかかるかを明確に記載すること。
なお、徴収しないのであれば、削除すること。

⑪負担割合について、一定以上所得者の場合は２割又は３
割となる旨を追記すること。

⑫「説明し、同意の上で交付を受けました。」等の文言を
記載し、利用者へ説明し同意を得て交付したことが書面に
て確認できるような様式を調製すること。
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実地指導時の状況

【
重
要
事
項
説
明
書
】

⑬公的機関の苦情相談窓口として記載さ
れている下関市及び山口県国民健康保険
団体連合会の情報の記載に不十分な箇所
がある。

【掲示】
①貴事業所では重要事項説明書及び運営
規程を掲示しているが、その記載内容に
不十分な箇所がある。

【指定通所介護の具体的取扱方針】
①貴事業所では屋外でのサービスが提供
されているが、通所介護計画への位置付
けが不十分である。

【通所介護計画】

①計画期間を終了した利用者について
は、サービスの実施状況の記録や評価を
行い、利用者又は家族に説明していると
のことであったが、利用者又は家族に説
明したことが書面にて確認できなかっ
た。

指導内容

⑬苦情相談窓口について、下関市及び山口県国民健康保険
団体連合会に係る内容を以下の表記とすること。
○下関市福祉部介護保険課事業者係
　　住　　所　下関市南部町２１番１９号　下関商工会館
４階
　　Ｔ ｅ ｌ　０８３－２３１－１３７１
　　Ｆ ａ ｘ　０８３－２３１－２７４３
　　受付日時　午前８時３０分～午後５時１５分
              （土、日、祝日、年末年始を除く）
○山口県国民健康保険団体連合会
　　住　　所　山口市朝田１９８０番地７　国保会館
　　Ｔ ｅ ｌ　０８３－９９５－１０１０
　　Ｆ ａ ｘ　０８３－９３４－３６６５
　　受付日時　午前９時００分～午後５時００分
             （土、日、祝日、年末年始を除く）

①指定通所介護事業者は、運営規程の概要、従業者の勤務
体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認め
られる重要事項を掲示しなければならない。利用者に対す
る説明責任として、重要事項説明書及び運営規程を掲示す
る場合は、今回の実地指導の指摘を改善のうえ、最新のも
のを掲示すること。
なお、重要事項説明書には運営規程の概要及び従業者の勤
務の体制等が含まれるため、重要事項説明書を掲示する場
合は、運営規程の掲示を省略しても差し支えない。

①事業所の屋外でサービスを提供することで、効果的な機
能訓練等のサービスが提供できる旨を通所介護計画へ位置
付けること。

①その実施状況の記録や評価について、利用者又は家族に
説明を行ったことが書面にて確認できるよう、様式を調製
すること。

【
運
営
】
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実地指導時の状況

②地域密着型通所介護計画について、
サービス提供を行う曜日、時間の記載が
なかった。

③地域密着型通所介護計画の作成者及び
説明者として、生活相談員の従業者名が
記載されていたが、当該計画の作成から
説明を経た利用者への交付までの一連の
過程が管理者の責任の下で行われている
ことが書面で確認できない。

④地域密着型通所介護計画書について、
文書により利用者に説明し同意の上、そ
の旨の署名を得て交付していたとのこと
だが、当該文書を交付したことが書面で
確認できない。

【勤務体制の確保等】
①複数の従業者が生活相談員を兼務して
いるため、現状の勤務表の様式では、
日々の生活相談員の配置状況が確認でき
ない。また看護職員についても各サービ
ス提供日に看護職員として従事する職員
が確認できない。

②一部の職員について、兼務する職種に
ついての記載がない。

③勤務予定表は作成されているが、勤務
実績表が作成されていなかった。
なお、サービス提供日毎に作成されてい
る業務日誌において、各単位毎にサービ
ス提供に従事した職員を記録しており、
当該記録から、人員基準を満たした人員
が配置されていることは確認できた。

④勤務予定表について、勤務予定日の記
載はあるが、従業者の日々の勤務時間、
常勤・非常勤の別、職種等の必要項目の
記載がなかった。

⑤一部の従業者の勤務開始及び終了時刻
を記号化して記載していたものの、当該
記号が示す勤務開始及び終了時刻が書面
にて確認できなかった。

指導内容

②サービス提供を行う曜日、時間についても記載するこ
と。

③地域密着型通所介護計画は、管理者が作成し、利用者又
はその家族に対し説明を行い、利用者の同意を得て交付し
なければならない。当該計画をサービスの提供に関わる従
業者が共同して作成及び説明を行い、利用者の同意の上で
交付した場合であっても、当該一連の過程が管理者の責任
の下で行われている旨を、管理者名の記載や押印により明
らかにすること。

④「説明し、同意の上で交付を受けました。」等の文言を
記載し、利用者へ説明し同意を得て交付したことが書面に
て確認できるよう様式を調製すること。

①各サービス提供日において、専従の生活相談員やその日
に従事する看護職員が特定できるよう、勤務表の様式を調
製すること。

②兼務する職種について記載すること。

③勤務状況の明確化と人員管理の適正化の観点から、勤務
予定表のみならず、従業者の日々の勤務時間、常勤・非常
勤の別、専従の生活相談員、看護職員、介護職員及び機能
訓練指導員の配置、管理者との兼務関係等を明確にし、月
ごとの勤務実績表を作成すること。

④勤務状況の明確化と人員管理の適正化の観点から、勤務
実績表のみならず、従業者の日々の勤務時間、常勤・非常
勤の別、専従の生活相談員、看護職員、介護職員及び機能
訓練指導員の配置、管理者との兼務関係等を明確にし、月
ごとの勤務予定表を作成すること。
なお、必要項目が具備されるのであれば、勤務予定表と勤
務実績表を一体の様式に調製し、記載することは差し支え
ない。

⑤人員基準で定める全ての職種に係る従業者の勤務開始及
び終了時刻について記載すること。なお、記号化する場合
は当該記号が示す勤務開始及び終了時刻を勤務表に明記し
ておくこと。

【
運
営
】
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実地指導時の状況

【非常災害対策】
①非常災害を想定した定期的な避難、救
出その他必要な訓練が行われていなかっ
た。

②非常災害対策に関するマニュアルにつ
いて、事業所休業の判断に関する記載が
ない。

【事故発生時の対応】
①市に報告が必要な事故が発生していた
にも関わらず、報告がされていない事例
があった。

②緊急時等及び事故発生時の対応につい
て、マニュアル等が作成されていない。

【サービスの提供の記録】
①指定通所介護サービスを提供した際の
具体的なサービスの内容の記録はあった
が、利用者の心身の状況に係る記録がな
い。

②利用者の心身の状況に係る記録につい
て、表情・顔色・歩行状態等の状況を択
一式にて記録する様式であったため、個
別具体的な状況が記載されておらず不十
分だった。

【緊急時等の対応】
①利用者の緊急連絡先一覧に不十分な箇
所がある。

【秘密保持等】
①一部の従業者について、秘密保持に関
する誓約書を徴取していない。

指導内容

①非常災害に際して万全の対策を期すため、必要な訓練に
ついては適切な頻度で実施すること。

②事業所休業の判断について、マニュアルで定めておくこ
と。

①速やかに事故報告書を提出すること。
また、他に同様の事例がないか自主点検し、同様の事例が
あった場合は速やかに事故報告書を提出すること。
なお、今後、市に報告が必要な事故が発生した場合は速や
かに報告を行うよう、再発防止に努めること。

②緊急時等及び事故発生時に迅速かつ適切に対応できるよ
う、あらかじめ、基本的な対応方法及び発生を防ぐための
対策を含むマニュアルや対応フロー等を整備すること。
なお、緊急時等のマニュアルと事故発生時の対応マニュア
ルとを一体とすることは差し支えない。

①②サービスを提供した際には、提供日や具体的なサービ
ス内容とともに、利用者の心身の状況についても記録し管
理すること。

①利用者の病状急変その他必要な場合に速やかに連絡が取
れるよう、利用者の家族・主治医・担当居宅介護支援事業
者の連絡先を記載すること。

①全従業者から秘密保持に関する誓約書を徴取すること。

【
運
営
】
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実地指導時の状況

【地域との連携等】
①平成２９年１月より、一度も運営推進
会議を開催していなかった。

【高齢者虐待防止等のための措置】
①高齢者虐待に関する研修等について実
施していない。

【
設
備
基
準
】

【設備及び備品等】
①常態的ではないものの、相談室として
届け出ている区画でサービス提供が行わ
れており、相談室が食堂及び機能訓練室
の一部として使用されていた。

②利用者の個人台帳について、背表紙に
利用者名を記載し事務室の棚に保管して
いるが、屋外に面したガラス窓から、従
業者以外の者にも利用者名を視認できる
状態であった。

【
報
酬
】

【基本報酬の算定】
①通常のサービス提供時間よりも短縮
し、サービス提供を行った場合には、当
該利用者を欠席扱いとしており、介護報
酬の請求を行っていない。

指導内容

①事業所を地域に開かれたサービスとし、サービスの質の
確保を図るため、運営推進会議を開催すること。なお、当
該会議は、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、市
町村職員又は地域包括センター職員、地域密着型通所介護
について知見を有する者等により構成され、おおむね６月
に１回以上の開催とすること。
なお、令和２年２月２６日から当面の間は、「新型コロナ
ウイルスの感染予防・まん延防止のための運営推進会議の
開催義務の臨時的免除について(通知)」(令和2年2月26日
付下介第379号)に基づき、運営推進会議を延長または中止
とすることは差し支えない。

①養介護事業の職務に携わる従業者の資質の向上のため
に、高齢者虐待防止に関連する研修に参加する、もしくは
実施すること。

①事業所の平面図の変更を行うか、届出時の状態に回復さ
せること。
事業所の平面図の変更を行った場合は、変更の日から１０
日以内に届け出ること。
なお、相談室については、遮へい物の設置等により相談の
内容が漏えいしないよう配慮されている必要があり、食堂
及び機能訓練室等の設備として併用することはできない。

②個人情報への配慮の観点から、利用者の個人情報に係る
書類が視認できないよう、所要の措置を講ずること。

①本市では、利用者負担の軽減及び利用料の公平化の観点
から、介護報酬の算定にあたっては、サービス提供開始及
び終了時刻を利用者ごとに記録し、その実績に基づいた介
護報酬の算定を行うよう指導を行っている。
したがって、今後は、必ず実績に基づいて算定すること。
なお、利用者の同意が得られる場合は、過誤調整を行うこ
とは差し支えない。
また、地域密着型通所介護計画上のサービス提供時間より
も短縮し、サービス提供を行った場合には、地域密着型通
所介護計画の変更を検討し、必要な措置を講ずること。

【
運
営
】
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実地指導時の状況

【入浴介助加算】
①シャワー浴を実施した場合について
は、入浴介助加算の対象ではないと判断
し、加算を算定していなかった。

【個別機能訓練加算（Ⅰ）・（Ⅱ）】
①個別機能訓練計画作成時の利用者の居
宅訪問について、初回の機能訓練実施後
に行い、当該加算を算定している事例が
あった。
なお、居宅訪問の結果、個別機能訓練計
画の内容に変更はないとのことであっ
た。

②個別機能訓練に関する記録について、
「実施時間」の記載がない事例があっ
た。

③個別機能訓練に関する記録について、
利用者ごとに「訓練内容」や「実施時
間」の記載はあるが、「担当者」の記載
がない。

④貴事業所では、１月ごとに個別機能訓
練の内容(評価を含む。)や進捗状況等に
ついて、利用者にも説明しているとのこ
とであったが、そのことが書面で確認で
きない。

【送迎を行わない場合の減算】
①送迎を行わない場合の減算について、
聴取によると、送迎車で送迎をしていな
い場合に、当該減算の対象となると考え
ていたため、徒歩で利用者を送迎した場
合について、当該減算を行っているとの
ことであった。

指導内容

①入浴介助加算は、入浴中の利用者の観察を含む介助を行
う場合について算定されるものであり、シャワー浴を実施
した場合であっても、事業所の介護職員等が入浴介助を適
切に実施したと判断されるのであれば、当該加算の対象と
なる。
したがって、利用料の公平化の観点から、今後は、必ず実
績に基づいて算定すること。なお、利用者の同意が得られ
る場合は、過誤調整を行うことは差し支えない。

①個別機能訓練を行う場合、機能訓練指導員等が利用者の
居宅を訪問し、利用者の居宅での生活状況を確認した上で
多職種共同で個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づ
き機能訓練を行うこと。
なお、当該事例は厚生労働大臣が定める基準の中に規定さ
れており、当該規程を満たさず本加算を算定することは不
適切な介護報酬の請求となるため、過誤調整等により自主
返還を行うこと。
また、他に同様の事例がないか自主点検し、同様の事例が
あった場合は所定の処置を講ずること。

②個別機能訓練の「実施時間」は、「訓練内容」や「担当
者」とともに利用者ごとに保管されるべき記録の一部であ
るため、利用者ごとに必ず記録すること。

③個別機能訓練の「担当者」は「訓練内容」、「実施時
間」ともに利用者ごとに保管されるべき記録の一部である
ため、利用者ごとに必ず記録すること。

④個別機能訓練の内容(評価を含む。)や進捗状況等につい
て利用者又はその家族に対して説明し、説明した旨を記録
すること。

①徒歩で利用者を送迎した場合であっても、事業所の職員
が送迎を適切に実施したと判断されるのであれば、当該減
算の対象にはならない。
したがって、利用料の公平化の観点から、今後は、必ず実
績に基づいて算定すること。なお、利用者の同意が得られ
る場合は、過誤調整を行うことは差し支えない。

【
報
酬
】
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② サービス提供中の別サービス利用について

通所介護※サービス提供中に、利用者が別サービスの利用や通所サービス外の

その他行為等を実施することは原則不可であり、その時点で通所介護サービス

は終了となります。しかしながら、通所介護サービスを一旦中断したうえで、

別サービス等を利用し、その後通所介護サービスを再開することが可能となる

場合もあります。

※通所介護、地域密着型通所介護、（介護予防）認知症対応型通所介護

（１）通所介護サービスが終了となる場合について

通所介護サービスが終了となる事由になりうる別サービスやその他行為につ

いては、以下のような事例が考えられます。

なお、介護報酬については、別サービスやその他行為の前後の何れかの通所介

護サービスの所要時間に応じた請求しかできません。

【例】

下記図の場合、通所介護サービスＡのみ算定可能で、所要時間４～５時間の

報酬区分で請求を行う。（通所介護サービスＢのみの所要時間３～４時間の報酬

区分の請求でも可。）

別サービス・その他行為等と
考えられる事例

備考

① サービス担当者会議への参加

開催場所については、利用者の居宅で行われることが原則となるが、特別
な事情がある場合は、柔軟に対応し、通所介護事業所等での開催も想定
される。ただし、サービス中断事由となる。なお、サービス提供開始前また
は終了後に開催することは可。詳細は、令和２年度下関市介護保険サービ
ス事業者集団指導《個別編》P１３を確認のこと。

② 運営推進会議への参加
上記１同様に、サービス中断事由となるが、サービス提供開始前または終
了後に開催することは可。

③
医療機関の受診（緊急やむを
得ない場合等を除く）

利用者個人の希望による個別の同行支援において、受診同行される場合
は、後述のとおり受診後のサービス再開が可能。

④ 往診・訪問診療等
訪問診療等は、居宅で行われるものであり、デイサービスでの実施は想定
されない。巡回健診等については、後述のとおり実施後のサービス再開が
可能。

⑤
併設有料老人ホーム等の居室
や食堂へ戻ること

自宅に帰宅することと同等であり、サービスは終了となる。

通所介護サービスA
9：30～14：00（4ｈ30ｍ）

別サービス・その他行為等

14：00～15：00（１ｈ）
通所介護サービスB

15：00～18：15（3ｈ15ｍ）
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（２）通所介護サービスを再開することが可能な場合について

通所介護サービスを一旦中断したうえで、別サービス等を利用し、その後通

所介護サービスを再開することが可能となる事由になりうる、別サービスやそ

の他行為については、以下のような事例が考えられます。

なお、介護報酬については、別サービスやその他行為の前後の通所介護サー

ビスの所要時間を合算し請求することが可能です。（別サービスやその他行為に

要した時間は含めない。）

【例】

下記図の場合、通所介護サービスＡと通所介護サービスＢの所要時間を合算

し算定可能で、「Ａ+Ｂ＝７ｈ45ｍ」となるため、所要時間７～８時間の報酬区

分で請求を行う。

（３）新型コロナウイルスワクチン接種における臨時的措置について

上記（１）・（２）に関わらず、新型コロナウイルスワクチン接種に係る対応

については、厚生労働省発出の通知※において臨時的な取扱いが示されています。

臨時的な取扱いを適用する場合には、よく通知を確認の上、担当居宅介護支援

専門員とも連携を図るようにお願いいたします。

※「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時

的な取扱いについて（第 20 報）」（令和３年 9月 28 日 介護最新情報 vol.963）

別サービス・その他行為等と
考えられる事例

備考

①
緊急やむを得ない場合の医療
機関の受診

厚生労働省発出の介護報酬に係るQ＆Aにて、従前より緊急やむを得ない
場合のみ可能とされている。前述のとおり通常の受診は不可。

② 理美容サービス
厚生労働省発出の介護報酬に係るQ＆Aにて、従前より可能とされている
が、提供プログラム等に影響しないよう充分な配慮は必要。

③
巡回健診等（健康診断・予防接
種・採血）

④
利用者個人の希望による個別
の同行支援

⑤
物販・移動販売やレンタルサー
ビス

⑥ 買い物等代行サービス

厚生労働省発出の「介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて
提供する場合の取扱いについて」（平成30年9月28日　介護最新情報
vol.678）において、一定の条件下で介護保険サービスと組み合わせて提
供することが可能とされた。本市においても、通知に示された要件を満たせ
ば可としているため、詳細は、令和元年度下関市介護保険サービス事業者
集団指導《個別編》P１２・１３及び当該通知確認のこと。

通所介護サービスA
9：30～14：00（4ｈ30ｍ）

別サービス・その他行為等

14：00～15：00（１ｈ）
通所介護サービスB

15：00～18：15（3ｈ15ｍ）
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③ 通所介護計画(注１)の作成等にあたって留意すべきことは？

通所介護計画書の作成にあたって記載が必要な項目と、最近質問があった事

例を掲載しますので、貴事業所の計画書の内容及び見直しの時期について再度

ご確認をお願いします。

１．通所介護計画の（再）作成、交付について

現在、下関市において、通所介護計画書に記載が必要な内容は、次のとおり

です。

・当該計画の作成者の氏名(※)

・利用者の基本情報(氏名等)

・当該計画の目標

・具体的なサービス内容

・提供するサービスの曜日

・サービスの利用時間(送迎時間は除く)

・当該計画の期間

・利用者に対し、当該計画について「説明」し、「同意」を得て、「交付」を行ったこと

が確認できる文言

・当該計画の説明者の氏名

・当該計画の説明・同意日

・利用者の署名欄

・代筆者の続柄欄（※代筆者欄を設ける場合のみ）

・当該計画への評価

・評価の説明者の氏名と説明日

・当該評価の説明を受けた人の氏名

(※)通所介護計画は、管理者が作成し、利用者又はその家族に対し説明を行い、利用者

の同意を得て交付しなければなりません。当該計画をサービスの提供に関わる従業者が

共同して作成及び説明を行い、利用者の同意の上で交付した場合であっても、当該一連

の過程が管理者の責任の下で行われている旨を、管理者名の記載や押印等により明らか

にしてください。

(注 1)地域密着型通所介護計画及び（介護予防）認知症対応型通所介護計画を含む。
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２．質問があった事例について

答 1 居宅サービス計画の見直しの結果(他サービスに係る変更、短期目標の更
新のみ等(長期目標の期間終了に伴う見直しを除く))をもとに、現在の通所介護
計画が当該見直しの結果の内容に沿うものか確認してください。確認の結果、

変更を要さない場合は、現在の通所介護計画の継続が可能であり、その際は、

居宅サービス計画見直しに伴う通所介護計画の確認を行った結果、変更を要し

ないため、引き続き現在の通所介護計画を継続する旨を事業所側にて記録（利

用者の個別の支援経過記録等に、確認日、確認を行った担当者、計画を継続す

る旨とそう判断した理由等を記載する等。）を残しておいてください。

答 2 通所介護計画の期間の設定について、居宅サービス計画の短期目標を達成

するための必要なサービスとして、通所介護が位置づけられることから、本市

においては、居宅サービス計画における短期目標の期間内が望ましいとしてい

ます。

したがって、居宅サービス計画における短期目標に合わせ、通所介護計画の期

間を設定し、当該期間ごとに通所介護計画を見直すことで差し支えありません。

詳細については、本市集団指導資料（令和２年度下関市介護保険サービス事業

者集団指導《個別編》５資料 ６～９ページ）をご確認ください。

問 1 居宅サービス計画が短期目標の期間終了に伴う見直しの結果に関係な

く、変更された場合で(他事業所のサービスの内容の変更や追加など)通所介
護の内容に変更がない場合は通所介護計画書もその短期期間に沿って変更を

しないといけないのでしょうか？

問２ 利用者様に変化がなくても３か月に１回の頻度で通所介護計画書を更

新していましたが、居宅サービス計画の短期目標期間に合わせての更新でい

いのでしょうか？
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④ 個別機能訓練加算について【通所介護・地域密着型通所介護】

個別機能訓練加算を算定する利用者については、住み慣れた地域で居宅

において可能な限り自立して暮らし続けることを目的として生活機能の維持・

向上を図るために、個別機能訓練を実施することが求められています。

令和３年度の介護報酬改定により、利用者の自立支援等に資する個別機能訓

練の提供を促進する観点から見直しが行われました。個別機能訓練の実施方法

については実地指導でも指摘が多い事項ですのでご確認ください。

１．単位

２．人員配置基準

≪個別機能訓練加算(Ⅰ)イ≫

☞専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等※1を 1名以上配置が必要

≪個別機能訓練加算(Ⅰ)ロ≫

☞専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等※1を 1名以上配置するこ

とに加え、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等※1 を指定通所介護

を行う時間帯を通じて 1名以上配置が必要

(※1)理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ師、

針きゅう師(はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、

柔道整復師又はあん摩マッサージ師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で 6月以

上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。)のことを指す。

３．個別機能訓練の実務等

個別機能訓練加算の算定に当たっては、以下の(１)～(５)の実施が必要となり

ます。(参考：「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関す

る基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」令和 3年 3月 16 日発出)

(１)利用者のニーズや役割等の把握

・利用者の日常生活や社会生活等についてのニーズや役割を、“興味・関心チェ

ックシート”等を活用して把握する。あわせて、家族の希望を把握する。

≪改定前≫

個別機能訓練加算(Ⅰ) 47 単位/日

個別機能訓練加算(Ⅱ) 56 単位/日

≪改定後≫

個別機能訓練加算(Ⅰ)イ 56 単位/日

個別機能訓練加算(Ⅰ)ロ 85 単位/日

個別機能訓練加算(Ⅱ) 20 単位/月
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・利用者の居宅での生活状況を居宅訪問の上で確認する。

・必要に応じて、医師等から利用者の病歴等の状況についての情報を得る。

(２)目標の設定

・(１)で把握したことをもとに、長期目標・短期目標のように段階的な目標設

定をする等、可能な限り具体的かつ分かりやすい目標を設定する。

＜長期目標の設定＞

長期目標は生活機能の構成要素である以下ａ～ｃをバランスよく含めて設定す

ることが求められる。

ａ 体の働きや精神の働きである「心身機能」

ｂ ＡＤＬ・家事・職業能力や屋外歩行といった生活行為全般である「活動」

ｃ 家庭や社会で役割を果たすことである「参加」

☞単に座る・立つ・歩くといった身体機能の向上を目指すことのみを目標とす

るのではなく、居宅における生活行為（トイレに行く、自宅の風呂に一人で入

る、料理を作る、掃除・洗濯をする等）や地域における社会的関係の維持に関

する行為（商店街に買い物に行く、囲碁教室に行く、孫とメールの交換をする、

インターネットで手続きをする等）等、具体的な生活上の行為の達成を含めた

目標とすること。

＜短期目標の設定＞

長期目標を設定した後は、目標を達成するために必要な行為ごとに細分化し、

短期目標として整理する。

（例）長期目標が「スーパーマーケットに食材を買いに行く」の場合必要な

行為

・買いたい物を書き記したリストを作る

・買い物量を想定し、マイバッグを用意する

・スーパーマーケットまでの道順を確認する

・スーパーマーケットまで歩いて行く

・スーパーマーケットの入り口で買い物かごを持つ

・スーパーマーケットの中でリストにある食材を見つける

・食材を買い物かごに入れる

・レジで支払いをする

・買った品物を袋に入れる

・買った品物を入れた袋を持って、自宅まで歩いて帰る
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(３)訓練項目の設定

・利用者の現状の心身機能等に照らし困難であることについて、どのような訓

練を行えば可能となるのか検討する。

（例）上記の事例において、歩行機能が低下していることから、「スーパーマー

ケットまで歩いて行く」「スーパーマーケットの中でリストにある食材を見つけ

る」「買った品物を入れた袋を持って、自宅まで歩いて帰る」ことが困難である

場合、自宅からスーパーマーケットまでの距離等を勘案した上で、

・歩行機能を向上させる訓練（筋力向上訓練、耐久性訓練、屋内外歩行訓練等）

・歩行を助ける福祉用具（つえ等）を使用する訓練

・歩行機能の向上が難しい場合、代替的な移動手段となりうる福祉用具（電動

車いす等）を使用する訓練を行うことが想定される。

・訓練項目の決定にあたっては、利用者の生活機能の向上に資するよう複数の

種類の訓練項目を準備する。

・通所介護等提供中に機能訓練を行うのみでなく、利用者が自身で又は家族等

の援助を受けて、利用者の居宅等においても実施できるような訓練項目をあわ

せて検討し、提示することが望ましい。

(４)計画書の作成

・個別機能訓練計画書は、機能訓練指導員等が多職種協働で、その目標、目標

を踏まえた訓練項目、訓練実施時間、訓練実施回数等を内容として作成する。

・計画については利用者又はその家族に丁寧に説明を行い同意を得た上で交付

（電磁的記録の提供を含む）する。

(５)訓練の実施

・類似の目標を持ち、同様の訓練項目を選択した5人程度の小集団(個別対応含

む)に対して、必要に応じて事業所内外の設備等を用いた実践的かつ反復的な訓

練を行う。

・概ね週1回以上実施することを目安とする。

(６)実施後の対応

・個別機能訓練の目的に照らし、計画の内容や効果について評価を行う。

・３月ごとに１回以上、利用者の居宅を訪問し、利用者の居宅での生活状況（起

居動作、ＡＤＬ、ＩＡＤＬ等の状況）を確認する。また、利用者又はその家族

に対して個別機能訓練の実施状況や個別機能訓練の効果等について説明し、記

録する。

・概ね３月ごとに１回以上、個別機能訓練の実施状況や効果等について、利用

者を担当する介護支援専門員等にも適宜報告・相談し、見直しや変更を行う。
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⑤ よくある質問・留意事項について

（１）入浴介助加算について

令和３年度介護報酬改定により、入浴介助加算について、新たな加算区分（Ⅱ）

が設けられたことに加え、従来と同要件である加算区分（Ⅰ）においても、以

下のように入浴手法の解釈が変更されています。

また、利用者の自宅での入浴の自立を図ることを目的とした新加算区分（Ⅱ）

について、厚生労働省より発出されている介護保険最新情報 vol.974「令和３年

度介護報酬改定に関する Q＆A（vol.８）」に具体的解釈が示されておりますので、

算定を希望される場合は、こちらもご確認ください。

【問】

入浴介助加算を算定する場合の入浴手法について、清拭は対象となるか？

【答】

当該利用者の自立生活を支援する上で最適と考えられる入浴手法が、清拭で

あると判断できるのであれば対象となります。

【参考】

《指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療

養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算

定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12 年 3 月 1 日老企第 36

号）》

第２の７（８）アより抜粋

① 入浴介助加算（Ⅰ）は、入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合について算定

されるものである（大臣基準告示第 14 号の３）が、この場合の「観察」とは、自立生

活支援のための見守り的援助のことであり、利用者の自立支援や日常生活動作能力など

の向上のために、極力利用者自身の力で入浴し、必要に応じて介助、転倒予防のための

声かけ、気分の確認などを行うことにより、結果として、身体に直接接触する介助を行

わなかった場合についても、加算の対象となるものであること。なお、この場合の入浴

には、利用者の自立生活を支援する上で最適と考えられる入浴手法が、部分浴（シャワ

ー浴含む）等である場合は、これを含むものとする。

② 通所介護計画上、入浴の提供が位置付けられている場合に、利用者側の事情により、

入浴を実施しなかった場合については、加算を算定できない。
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（２）サービス提供体制強化加算について

令和３年度介護報酬改定により、算定区分や要件等が変更されています。特

に勤続年数の考え方に関しては、間違いやすいためご留意ください。

【問】

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）について、算定要件の中に「指定通所介護

を利用者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年数七年以上の者の占める割

合が百分の三十以上であること。」とあるが、令和４年度から算定する場合、令

和４年４月１日時点で勤続年数７年に到達している職員が 30％に達していれば

良いのか？

【答】

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）に係る勤続年数とは、「各月の末日時点にお

ける勤続年数」をいうものとされています。例えば、令和３年７月末をもって、

勤続年数７年を迎える職員については、令和３年８月より勤続年数７年職員と

して取扱います。職員割合の算出については、前年度の実績が６月以上の事業

所の場合、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）の平均を用いま

すので、当該職員を令和３年８月より勤続７年以上職員として計上していくこ

ととなります（具体例参照）。したがって、令和３年度に当該加算を算定する場

合、令和２年４月から令和３年２月における職員の配置実績から、勤続年数７

年以上の者の占める割合を算出し、所定の割合以上となれば、算定することが

可能となります。つまり、令和４年４月１日時点で勤続年数７年に到達する職

員は、令和４年度の加算算定にあたって、勤続年数７年以上の者の占める割合

に一切計上することはできません。

【具体例】

勤続年数７年職員の常勤換算算出にあたっては、下表のように入力します。

（市様式を使用する場合。）令和３年以前から勤続年数７年を超える常勤職員が

１名、令和３年７月末で勤続年数７年を迎える常勤職員が１名と仮定します。

（その他の職員は、勤続年数７年の要件を満たさない者とします。）

３　２に掲げる利用者に直接提供する職員のうち勤続年数が７年以上の人数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月
常勤換算数
の平均②

1 1 1 1 2 2 2 2 2 2 2

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

171 177 171 177 177 171 177 171 177 171 160

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1.0 1.0 1.0 1.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 1.6

(D)非常勤職員の常勤換算（B/C）

(E）勤続年数７年以上の常勤換算数

（A）勤続年数７年以上の常勤の人数

（B）勤続年数７年以上の非常勤の勤
務延べ時間数

（C）常勤職員が暦月に勤務すべき時
間数
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（３）看護職員の配置について（通所介護・地域密着型通所介護）

利用定員が 11 名以上の事業所（通所介護事業所・地域密着型通所介護事業所）

においては、看護職員の配置が必要です。看護職員の配置が不足した場合、人

員基準違反のみならず、介護報酬を減算しなければならないケースもあります

ので、ご留意ください。

【問】

月曜日から金曜日までは定員 20 名、土曜日は定員 10 名で運営しているが、

定員 10 名の土曜日も看護職員を配置しなければならないのか？また、月曜日か

ら金曜日の中で、利用者の数の実績が 10 名以下となった日にも看護職員を配置

しなければならないか？

【答】

配置すべき看護職員に係る定員については、各単位で異なる利用定員のうち、

最大の利用定員を事業所の定員として判断します。よって、利用定員が 10 人以

下の単位であっても、事業所の利用定員が 18 名である場合、全ての単位におい

て、看護職員の配置が必要となります。また、実績で利用者が 10 名を下回る場

合でも同様に配置が必要です。

（４）厚生労働省より発出されている令和３年度介護報酬改定に関する Q＆A

厚生労働省より随時、令和３年度介護報酬改定に関する Q＆Aが発出されてい

ます。現時点（令和３年６月末日時点）で通所介護・地域密着型通所介護・（介

護予防）認知症対応型通所介護に係る内容が、どの Q＆Aに掲載されているか、

まとめましたので参考としてください。なお、詳細については、各回の Q＆Aを

ご確認ください。
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※１ 既に削除された Q＆Aがありますのでご留意ください。

※２ 他サービスの内容であっても、類似の加算等参考となる内容が含まれる

場合があります。

※３ サービス提供時間について、本市では、利用者負担の軽減及び利用料の

公平化の観点から、介護報酬の算定にあたっては、サービス提供開始及び

終了時刻を利用者ごとに記録し、その実績に基づいた介護報酬の算定を行

うよう指導を行っていますので、当該 Q＆Aと一部解釈が異なる箇所ありま

すのでご留意ください。
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≪計画への記載項目≫

感染症に係る計画 災害に係る計画

①平時からの備え（体制構築・
整備、感染症防止に向けた取組
の実施、備蓄品の確保等）

①平常時の対応（建物・設備の
安対策、電気・水道等のライフ
ラインが停止した場合の対策、
必要品の備蓄等）

②初動対応
②緊急時の対応（業務継続計画
発動基準、対応体制等）

③感染拡大防止体制の確立（保
健所との連携、濃厚接触者への
対応、関係者との情報共有等）

③他施設及び地域との連携

≪指針への記載項目≫

平常時の対策
①事業所内の衛生管理（環境の整備等）
②ケアにかかる感染対策（手洗い、標準的な予防策）　等

発生時の対応

①発生状況の把握
②感染拡大の防止
③医療機関や保健所、市町村における事業所関係課等の
　 関係機関との連携
④行政等への報告　　等

⑥ 感染症や災害への対応力強化及び虐待の防止について

令和３年度介護保険制度改正により、以下の取組（委員会の開催、指針等の

整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等）が義務付けられまし

た。 （経過措置：令和６年３月３１日までの間は努力義務）

■業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等

・業務継続計画の作成（感染症／災害）

・研修：年１回以上及び新規採用時※1

・訓練：年１回以上※2

■感染症の予防及びまん延の防止のための措置

・委員会：概ね6月に1回以上（定期）及び感染症が流行する時期等（随時）※3,※4

・指針の整備

・研修：年１回以上及び新規採用時

・訓練：年１回以上

・担当者の配置

■虐待の防止

・委員会：定期的に開催※3,※4

・指針の整備

・研修：年１回以上及び新規採用時

・担当者の配置

☞虐待防止の詳細については≪共通編≫ ６５頁を参照

※1…感染症の業務継続計画に係る研修については、感染症対策のための研修と一体的に

実施することも差し支えない。

※2…感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症対策のための訓練と一体的に

実施することも差し支えない。

※3…他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。

また、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。

※4…テレビ電話装置等を活用して行うことができる。


